
出資法人等経営状況報告書

1作成年月日及び担当部署

令和元年 8月 27日 産業観光交流部 産業政策課

※ 以 下 ′士平 成 31 年 3 日 31日 塀1存 の内ハ です ^

2法人等の概要

3組織

(単位 :人 )

4主 な事業

(1)大 島やまざくらの管理運営

(動 大島やまざくらの経営 (米穀類、農産物、花井、食料品、日用品雑貨及び酒類、たばこの販売 )

(9惣菜の製造販売

14)

(5)

(6)

(7)

1

|1準イオ 有限会社 やまざくら

取締役 岩野 虎治

□ 常 勤 ■ 非常勤

■ プロパー   □ 市派遣 □ 市兼務 □ その他

所 1在1地 新潟県上越市大島区大平 3874番地 1

1評|1午f111!
平成 9年 7月 14日 98,3%

■設 立
上越市の食料品等販売施設「大島やまざくら」の管理運営、米穀類、農産物、山菜、

花井、食料品、清涼飲料水及び日用雑貨の販売、惣菜の製造販売等の事業を行 うため。

パ ‐

監事

監査役 |―
―

0 0

1非常勤 | 1 1 2 2

|■ ■計 1 1 2 2

|工職員 2 2

1臨時職員 0 0

本■|卜職員等: 4 4

■|■計―
|■

‐ 6 6



5事業実績 (概要 )

第 22期 (平成 30年度)の営業収益 (売上高)は、前期 と比較 して 1,531千 円増 (2.4%の増 )

の 64,130千円となりました。店舗部門では、冬期間の天候が穏やかであったなどにより利用

客数が増加 したことや、移動販売部門においても、利用客数が微増したことに加え、一人当

た りの購入単価も増加 したことで、全体としての営業収益が増加 しました。

営業費用の うち売上原価では、営業収益が増加 したことな どによ り、前期 と比較 して

1,147千円増 (2.5%の増)の 46,429千円とな りました。また、一般管理費・販売費で

は、従業員給与が増加 したことなどにより、前期 と比較 して 802千 円増 (5,2%の増)の

16,025千円とな りました。  .
この結果、最終的な当期純利益は 1,917千 円とな り、5期連続の単年度黒字を達成 しま

した。 これにより、当期末の累積欠損金は 104千円に改善されました。

【第 22期 (平成 30年度)の営業概要】

・店舗への誘導効果を見込み、駐車場入日 (国道 253号線沿い)に LED看板を設置しました。

・ POSレジを活用して経費削減に取り組んだほか、従業員が店舗の計数情報を把握すること

により、経費削減や売上増加に向けた意識付けを行いました。

【営業収益 (売上高)の実績】

(単位 :千円)

【利用者数の実績】

(単位 1人 )

※ 浦川原区内の移動販売 (平成 28年 9月 から実施)

都F弓
第 20期

(平成 28年度)

第 21期
(平成 29年度)

第 22期
(平成 30年度)

店舗 51,857 48,388 48,953

移動販売 8,395 10,274 10,812

指定管理料 3,558 3,987 4,365

合計 63,810 62,599 64,130

うち自主事業※
1 230 2,313 3,132

部F日 区分
第 20期

(平成 28年度)

第 21期
(平成 29年度 )

第 22期
(平成 30年度 )

店舗
目標 56,000 55,000 54,000

実績 46,568 42,496 43,213

移動販売
目標 3,100 3,100 3,100

実績 5,001 5,600 5,641

合計
目標 59,100 58,100 57,100

実績 51,569 48,096 48,854

うち自主事業※ 実績 831 1,422 1,446
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6財務状況

(単位 :千 円)

項  目

第 20期

自 平成 28年 4月 1日

至 平成 29年 3月 31日

第 21期

自 平成 29年 4月 1日

至 平成 30年 3月 31日

第 22期

自 平成 30年 4月 1日

至 平成 31年 3月 31日

備 考

損
益
計
算
書

営業収益 (売上高) 63,810 62,599 64,130

営業費用 61,970 60,505 62 454

47,075 45,282 46 429

14,895 15,223 16,025

営業利益 1 840 2,094 1,676

営業外収益 912 899 896

営業外費用 50 37 27

経常利益 2,702 2,956 2,545

特別利益 0 0 1

特別損失 0 0 0

税引前当期利益 2,702 2,956 2,546

法人税等 180 834 629

当期利益 2,522 2,122 1,917

項 目 平成29年 3月 31日現在 平成30年 3月 31日 現在 平成31年 3月 31日現在 備  考

貸
借
対
照
表

資 産 12,985 16,245 16,133

負 債 5,528 6,666 4,637

純資産 7,457 9,579 11,496

11,600 11,600 11,600

△ 4,143 △ 2,021 △ 104

0 0 0
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7経営状況の予備的診断

予備的診断フロー

No

Yes No

No

評価 A-3

※ この評価に関連する特殊な事情又は要因など特記すべき事項

当期末の累積欠損金は 104千 円であり、資本金 11,600千 円に対する比率は 0.9%と なっています。

当期を含めて 5期連続 して単年度黒字を確保 してお り、改善傾向にあります。尚、残存する累積欠

損金 104千 円については翌期で解消される見込みです。

Ycs

Yes

4

A-1単年度黒字か

A-2

累積欠損金
があるか

A-3累積欠損金が資本
金の50%未満

単年度黒宇か

A-4

累積欠損金が資本
金の50%以上 B

評価基準 備考

A-1 累積欠損金がなく、単年度黒字の
場合

引き続 き経営努力を
行 う。

A-2 累積欠損金がなく、単年度赤字の

場合

複数 午 の経過 を注祝
しなが ら引 き続 き経
営努力を行 う。

A-3 累積欠損金が資本金の 50%未満
で、単年度黒字の場合

経営改善の努力を要
する。

A-4 累積欠損金が資本金の 50%未満
で、単年度赤字の場合

経営改善の一層の努
力を要する。

B 累積欠損金が資本金の 50%以上の

場合

事業の見直 し等 も含
めた抜本的な経営改
善を要する。



① 大島やまざくら指定管理料 3,843 4,252 4,714

②
大島ゆきわり荘

施設維持管理業務委託料
454 454 454

③

④

⑤

計 4,297 4,706 5,168

8市の関与の状況

(1)市の委託額 (単位 :千円)

12)市の財政援助額 (単位 :千円)

9今後の経営計画等

(1)次期事業計画

な し
髯`)

5

内訳 ―
|―平成 23年度――1平成 291年度 |―

|1平成 30年度 備 考

① 補助金 (助成金 ) 0 0 0

② 貸付金 0 0 0

③ 損失補償 0 0 0

④ 債務保証 0 0 0

⑤ その他 ( ) 0 0 0

計 0 0 0

第 23期は、売上高 63,676千 円、当期純利益 322千 円の計上を目標に掲げ、更なる経営健

全化に向けて、次の取組を行います。

1 店舗部門

・ 店舗利用者数減少に伴う売上減少射策として、利用者の要望に対応するとともに各仕入先と連

携強化することで品揃えを充実させ、売上と利用者数の増加に努めます。

・ POSレ ジの活用により、在庫管理の適正化に努め、廃棄商品を削減するなど収益性の向上を

図ります。

2 移動販売部門

・ 販売路線の見直しを行うなど、地域利用者の要望にあつた内容への改善に努め、売上と収益性の

向上を図ります。

【売上目標】 (税抜、単位 :千円)

移動販売 |=オ、らあ基韮森華 1合計|― |■・

|■
1第 23期■■

|.(令和元年度〉―
49,100 11,040 3,536 63,676

(2)中 長期経営計画
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業
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年

エ

目    次

貸 借 対 照 表

損 益 計 算 審r

住 所

会卒上名

代表本土名

上越市大島区大平3874番地 1

有限会社  やまざくら

代表取締役  岩 野 虎 治
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第 22期有限会社やまざくら事業報告書

(平成 30年 4月 1日 ～平成 31年 3月 31日 )

_総 .括 … … … …_.…
日本経済は、政府の発表によれば、僅かではあるが景気が持続 しているといわれる一方

で、一般の皆さんには実感がないというような報道もあり、複雑な年であつたと思われる。

また食品業界は人手不足や原材料の値上げ等で、食料品等の競争が激化するなど食料品

販売業界にとつては厳 しい年でありました。

さて、当 (有)やまぎくらスーパーを取 り巻く環境は、依然として人日減少が加速 し高

齢者の比率は 50%と い うような大島区の実態であります。しかも店舗への買い物弱者とい

われる皆様は、悪天侯時には買い出しを控え、特に賞味期限の短い生鮮食料商品等の値引

きや廃品等が発生したことにより売上総利益が低下したと分析 しているところであります。

このような現状の中で、上越市第ニセクターの理念に基づいて住民に安全・安心な生鮮

食品の販売を行 うことにより、買い物弱者の方々への配慮に努めた。さらに移動販売車き

め細やかな巡回を行つたことにより地域の方々から喜ばれ、利用者数と売上げが増 となり、

経常利益は計画以上を達成することができた。

したがつて今期の売上総額は、64, 130千 隅 (計画比 95%)、 経常利益は2,54
5千円 (計画比 116%)と なり、当期利益に対する法人税他 629千 円を納税 し、税引

き後の婆期純利益は 1, 917千円となった。残念ながら、繰越欠損金 104千 円が次年

度以降となつたことに、株主様に深 くお詫び申し上げます。

以下部門の決算状況について報告いたします。 う

1.店舗部門

店舗販売利用者数は、43,213人 (前期比 101,7%)、 売上48,953円 (前

期比 101,7%)と なったが、売上総利益は 10, 460千 円 (前期比 95,8%)
とな り、経常利益は△ 2, 886千円の赤字であった。

そのような中でPOSレ ジシステムの活用による商品仕入れの適正化に努めた。しか

し、異常気象時による値引きや廃乗品等の発生が売上総利益低下を招いたものと捉え、

従業員一九となつて点検 し収益増を図りたいと考えていますことにご理解を賜 ります。

2.移動販売部門

浦チ|1原 区内の一部地区で引き続きしこ販売が継統 したこともあり、利用者数は延べ 5,

641人 (前期比 100,7%)、 売上も 10, 812千 円 (前期比 105.2%)の 実

績 となり、経常利益 197千 円を確保することができま した。

7



第 22期

決 算 報 告 童

平成 30年

平成 31年

4月   1日 から

3月  31日 まで

篭

0
議
TKC

T43262

有 跛 会 社  や ま ざ く ら

(法 人番 号 :2H0002022905)
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有限会社 やまざくら
貸 借 対 照 表
平成31年 31月‐el日 現在

<l

科 目 科 目 金 額

|(負 債 の 部 )

_I流   ‐動‐ 負  債
掛    金

年以内返済長期待入金
金
等
等

税
税

人
費

払
法
消

払
払

回

長

債

金

定 負

期 借 入

買
１
未
未
未

4,51■,257'
2,141,9311

756,000
911,6261
211,900
489,800

(

〈 1

1

０

０

０

０

０

０

６

６

２

２

負 債 の 部 合 計 4163猛1257

0,

01

( 〕

0(

1

△ I

(

(

1

(△

(

８

０

５

０

６

０

一
　

５

０

９

０

・

　

４

６

う
と

０
わ
つ
る

４

４

４

３

３

３

４

４

４

０

０

０

，

本
金

部の

資

産
　

本

舞

主

純

株
資

2.資 本 剰 余 金

金
金
金

余
余

余
剰

剰
剰犠益

益
他
荼

の
越

利

そ
繰

H評 価 ・ 換 算 差 額 等

〕Ⅱ新 株 予 約 権

|(        ⌒   19,522,324う

4
lt

0,

△

,

5( 6,

(

483,

４

１

０

０

０

０

０

６

０

０

６

３

０

０

３

４

２

０

７

９

０

８

０６
８‐
■
２９
０３
５０
４９

３

８

４

８

１

１

４

７

５

８

１

９

８

３

１

６

　

　

２

１

１

９

２

９

９

７

１

５

７

７

０

９

９

６６

０

０

４

４

４

４

Ｑ

６ｉ

７

７

5,9

資 産 の 部

動・ 食
金 及 び 預

H固 定 資 産

有 形 固 定 資 産
建         物
工 具 、 器 具 及 び 備 品

産
権

資
た

定
力

回形
猛

無
電

投 資 そ の 他 の 資 産
出    資   金

保    証    金

長 期 前 払 費 用

Ill繰 延 資 産

(

金
金
産
用
金
等
金

現
売
た
前
未
商
貸

資
費

入
券
当

掛
卸
　
　
　
引

払
収
品

な
　
　
　
倒

の 1 16.132.915資 産 め 室轟 含 a十

●

eTe
TKC
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有限会社 やまざくら
損 益 計 算 書 0

で

2,096,,12
4転 4尋缶174
48;6321686
121103す062

64,130,=540,

46,436,174

64,130,540 ′  ―  一 ――・‐64,130,540‐

46`!428、 72荘 |

し

Ia=む2Si 44″

17,701,816

16.025ど 447
1,676,369

896,448

27,585

-2i

662

0

”４一５ 232

896,316

65
67

562

0

22,c851
5,0001

2,545,794
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高
高

計
高
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原『入
『利

仕　　総
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期
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期

売

費
費

益

理
理

管
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般
般

利

一
一

び
び

及
及
業

費
費

宛
売

販
販
営

１

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

I売 上

上

営
受
受
雑

損

損

失

失

高

収業

取 不ll

取

業 費
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当

外
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収
　
　
　
外
　
損

益
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入
　
　
　
用
息
失
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利

益
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額
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Ｖ
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Ⅶ 特
特

金 戻 入
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e
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平成30年 4月  1 か

3 日 で

(単位 :円 )

有限会社 やまざくら

1

く1

I 株― ‐主  奇  本 ^― ―ィー ーーーWヽ ヤ‐Ⅲ……

1,資   本   金
当メ榎首残高

当翔変毎b額

当翔末残高

2.利 益 剰 余 金

(1)そ の他 利 益剤 余金

繰 越 利 益 剰 余 金
当期首残高
当鶏変動額

当期純利益

当期末残高

11,600,000
0

-  11.600.000

-2,021,215

!・
=―
――いW中!=―!―――ユ歳=留坦些CIどeJと色_il二__~~~~~=………い― 「||llil::と:とこと

その他利益剰余金合計
当第首残高
当期変動額
当チ研純利益

当期末残高

-2,021,215

|

株 主 資 本 合 計
当期営残高

当翔変百b額

当期純利益

当翔末残高

9,578,785

‐
|

工 評価・換算差額等
0当翔首残高

当期変動額

当期末残高 0

m新 株 予 約 権
0当期首残高

当翔変動額

当期末残高

純 資 産 の 都 合 計
9i S173i 7B5:当期首残高

当期変動額

当期純利益

当期末,チ鴬高

0
eT奪
TKC

T43262
11



個 別 注 記 表
有限会社 やまぎくら

30

で

4 1

<l

◆
藝ユ0
TKC

ftめ計算書類1よ
｀

F申■(企業l,9要計に関する基本要領」によう
・
て作成してい斎

・t  ~・ … … …

H.重要な会計方針に係る事項に関する注記

1,たな卸資産の評価基準及び評価方法

最終仕入原価法による原価法を採用 してお ります。

2.固定資産の減価償却方法

(1)有形固定資産

定額族又は旧定額法を採用してお ります。

ただし、取得価額10万 円以上20万円未満の資産については、3年均等償却を採用しております。

(2)無影固定資産

定額法を採用 してお ります。

ただし、自社利用のノフ トウェアについては、社内における利用期間 (5年)に基づく定額法を採用し

ております。

(3)長期前払費用

期間均等償却を採用 してお ります。

3,引 当金の計上基準

(1)貸停l引 当金

債権の貸倒損失に備えるため、法人税法に規定する法定繰入率により計算 した回収不能見込額を計上し

てお ります。

4.その他計算書類の作成のための基本となる重要項目

(1)リ ース取引の処理方法

ジース物件の所有権が借主に移転するもの以外のファイナンス・ リース取引については、通常の貸貸借

取引に係る方法に準 じた会計処理によつています。

なお、未経過 リース料総額は、717,120円であります。

5.消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式を採用してお ります。

Ⅲ.賞借対照表等に関する注記

1,有形固定資産の減価償却累計額

Ⅳ.株主資本等変動計算書に関する注記

91020,109円

1.発行済株式総数

V。 一株当たり情報に関する注記

1。 一株当た り純資産額は、49,550.25用であります。

2.一株当た り当期純利益は、8,262.38円であります。

232株

以  上

T43262
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有限会社 やまざくら

販売費及び一般管理費の計算内訳
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事

賞 僣 対 照 表

損 益 計 算 書

住所    新潟県上越市大島区大平3874番地 I

会社名   有限会社 やまざくら

代表社署  代表取締役 岩野虎治

第 23期

業 計 画 書

平成 31 年 4月 1 日から

令利 2 年 3月 31日まで

(平)

次目

イ ー ‐
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第 23期有限会社やまざくら事業計画書 (案 )

(平成 31年 4月 1日 ～令和 2年 3月 31日 )

政府は日本経済の取巻く経済環境は人口が減少していく申で、日本経済をはじめ、企業
……

の持続的成長 をす図
・
るためにはご労働力材E保が極めて厳しし`とを

‐
から「働:き方改革1~を掲げt~~    

・

労働環境の改善を図ると同時に外国人による人手不足解消を図る一方、 10月 からの消費
―

税 10%導入を実施するという益々先行き不透明な年といつても過言でない。

食料品販売業界においても同様に従業員確保が厳 しい現実において、営業時間の見直し

や待遇改善が急務といわれる中で、超高齢者社会においての買い物弱者への対応が進めら

れている。当 (有)やまざくらスーパーにおいては、大島区の人口減少はカロ速する一方で、

益々地域の超高齢者が増カロし店舗への買い物客が減少 し売上げ減も比例 し、店舗経営は非

常に厳 しい状況下にある。

このような状況下において、(有)やまざくらスーパーは第ニセクターとしての理念に基

づき大島区民の日常生活で必須である食料品の販売を通 して、大島区の住民をより豊かに

する『暮らしの交流拠点」の店舗を して、お客様のニーズに対応した品揃えを行 うなど売

上げ増に努める。また、移動販売車を運行 している地域においては、利用者数及び売上げ

が年々増加傾向にあることから、さらに地域の皆様 との意見交換を実施するなど地域利用

者ニーズにあつた改善に努めることで、売上げと収益の安定化を図る。

さらに試行販売として旭地域に商店がないことから旭郵便局と協力し合い菓子類や飲料

水、即席ラーメン等の販売を行 う。

一方販売管理費については、再建計画が達成 したことにより人件資の見直し、その他経
:費ついては各仕入先との連携による商品のPOSレ ジシステムの有効活用による的確な作     、

業効率を図ることによつて、商品仕入れや在庫管理の適正化をさらに進め、廃葉商品等の

削減に努める。

数値 目標 として 23期の総売上げは、店舗と移動販売で前期決算比 375千 円増の 6,

0, 149千円、指定管理費は△ 829千 円の3, 536千円により63, 676千 円。

経常利益460千 円、純利益 (税引き後利益)322千 円を掲げ、上越市の指定管理委託

を遵守 して役職員一九となり事業計画以上の利益確保に努める。

記

1.店舗部門

・ 区内の人 口減少の中、店鏡利用者売上減少対策 として、品揃えの充実を図ることに

よつて従来に増 して各仕入先 と密接な連携強化に努めると同時に、利用者ユーズに

対応に努め、売上増に努める

I POSレ ジシステムの有効活用による的確な作業効率を図ることで、商品仕入れや

在庫管理の適正化を進め、廃棄商品の削減に努め、利益率の向上を図る。

2.移動販売部門

ψ 移動販売車をさらに利用者要望に対応するため、販売路線の見直 しを図るなど地

域利濡者ニーズにあつた内容改善に努め、売上げと収益確保を図る。
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科    目 総合収入 委託料 店舗部門 移動販売 柄 要

売  上① 60,140 49,100 11,040 店舗860日 X136千円=49,100千 円
ll,040千円

移動販売 240日 ×46千 円=

その他売上② . 3,536

総売上③ (①+② ) o3,676 3,586 49,100 11,040

原価④ 46,173 0 38,00a 8,179 店舗71,4%移動74%

役員報酬 1,110 1,110
社長 00千円×10ヶ月‐900千 円 45千円×2ヶ 月=90千円合
計990千 円 監事 120千円

職員 5,006 5,006
職員157千 円×2人×12ヵ 月=3,768千円手当2人 X4000円 ×12=96千・

円 賞与3月 ×157千円×2人三942千円アゥ蛯業200千 円

パ‐―ト 3,320 240 1,400 1,680 店舗 2人 1,400千 円  移動140千隅×12月 =1,680千 円

法定福利費 760 760
店舗健康保険 2人 268千 円厚生保険 2人 467千円雇用保険19千円
パィ ト6千円

厚生費 120 120 店舗中退共120千円

人件費―計⑥ ll ll ll 10i310 24( |||.8,,90 |||1110,9

旅費 30 30 店舗 30千円

広告宣伝費 72 60 12 店舗60千円 移動12千円

容器包装費 25 15 10 店舗15千円 移動10千 円

発送配違費 20 20 店舗20千円

リース 1,069 402 667 店舗 POSレ ジ 300千 円Z PC4 2千円HTT60千 円
密』I蜂 白軸童 667千 円

支払手数料 1,649 1,649 0
店舗運賃仕入80%千円×1,7%=519千円指導費300千 円組合費60千

円税理費710保険事務60千円

減価値却費 100 100 0 店舗100千円

地代家賃 0 0 0

修繕費 200 100 100 店舗100千円  移動100千円

事務用消耗費 110 100 10 店舗100千 円 移10千 円

通信交通費 160 150 10 店舗 150千 円  移動10千円

水道光熟費 2,304 2,304 店舗電気料190千円X12ヵ 月=2,280千 円ガス24千 円

租税公課 180 180 店舗 180千 円

終待 交際警 10 lC 店 舗 10千円

1険料 121 33 8i 火災保険 33千円 移動自動車保険 88千円

備品消耗品費 320 300 20 店舗300千 円 移動20千円

車両費 360 120 240 店舗120千円 移動240千 円 (車検外 )

譜会費 102 100 2 店舗組合費60千 円商工会費40千円 移動2千円

環境衛生費 408 408 0
店舗浄化槽84千円廃葉物処理費18千 円X12ヵ 月=216千円
清掃108千円

雑費

厳売管理費許⑦■

214

11111'4S4

194

■|■0'271

20

111す 1179

店舗除雪費ほか150千 円有線放送44千円 移動販売20千円

l lT,T子 0 | 1 240 III114,11

雑収入 750 0 750
原発助成 108千円自動販売機 266千Hゆきわ り煙420千 円その

4h"千 田

受取利息 0 0 0

営業外費用!①―
1

支払利息 -23 0 -23

法人税等⑪ 138

平成 31年有限会社やまざくら事業計画書 (案 )

(単位 :千 円)
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